予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名　地域協働水質改善事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　環境生活部　環境管理課　水環境係　電話番号：058-272-1111（内2833）

　　　　　　　E-mail： c11264@pref.gifu.lg.jp 　
１　事業費　　   6,965千円（前年度予算額： 7,210 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	7,210
	　　 0
	0
	　　 0
	0
	 　 0
	7,210
	　　 0
	0

	要求額
	6,965
	　　 0
	0
	　　 0
	0
	 　 0
	6,965
	　　 0
	0

	決定額
	6,965
	　　 0
	0
	　　 0
	0
	 　 0
	6,965
	　　 0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・県内の主要河川の水質は、概ね環境基準を達成しており、良好な状態が維持されている一方で、地域の中小河川においては、地域特有の原因によりミズワタの発生、着色、濁りなど水質上の課題が生じている場合がある。

・モデル事業として採択した輪之内町を流れる大榑川及び流域においては、これまでの水質等調査の結果から、農地からの鉄分を豊富に含む土壌の流入、河川水の停滞、事業場排水、農業排水及び生活排水の流入を原因とした富栄養化現象による濁りの常態化や水質の悪化が認められている。
・水質環境基準の規制等にかからない、地域の小河川等が抱えている問題について、地域住民、事業者、市町村、関係機関が一体となって解決する取組みを促進することで、ぎふの清流を保全する｡
（２）事業内容

　・平成24～28年度の5か年で、輪之内町地域協働水質改善協議会が中心となって行う、水質の悪化や河川の濁り等の改善を目的とした取組みに対し補助金を交付する。
【平成28年度事業計画】

　　・新設井戸による河川浄化
・ひも状接触材を用いた河川直接浄化施設の効果検証
・環境用水としての河川水の導水に向けた調査検討

・下水道の普及、農業濁水の改善等の事業広報活動　等
（３）県負担・補助率の考え方
　・県10/10

・補助率　補助対象経費の１／２以内
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	6,965
	地下水による導水、河川直接浄化施設の設置等に対する補助金

	合計
	6,965
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担

　・５年間のモデル事業であり、平成28年度をもって終了する。
	年度
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28

	予算額等
	0

（実績）
	1,504

（実績）
	2,343

(実績)
	7,210


	6,965




（２）事業主体及びその妥当性
　・本事業は、地域が協働して行う河川環境改善の取組みに対する支援であり、輪之内町地域協働水質改善協議会（事務局：輪之内町）が主体的に取り組むことが妥当である。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	地域協働水質改善事業費補助金

	補助事業者（団体）
	輪之内町

	補助事業の概要
	（目的）

・地域の小河川が抱えている水環境保全上の課題に対して、地域住民、事業者、市町村等の協働により流域が一体となって行う地域協働水質改善活動を支援し、課題の改善を図る。

（内容）

・平成24年度から28年度の5年間で、地域の水環境の課題を解決するモデル的な1事業について、県が河川環境調査、水質改善策の提案、補助金の交付など幅広い支援を行う。

	補助率等
	定額・定率・その他

（補助対象経費の１/２以内）

	補助効果
	・地域の住民、事業者、市町村等が協働して水質改善施策を実施することから、関係者間相互の理解が得られた上で事業を実施することができる。

・本事業をモデルケースにすることで、他の地域において同様の事例に対応することができる。

	終期の設定
	終期　平成28年度

（理由）

・清流の国ぎふ森林・環境基金事業の一事業であり、5年間でモデル的な１事業に対して補助を行うため。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか
水質指標（透視度及びＢＯＤ）の目標達成。

地域の住民、事業者、行政機関等の協働により水質改善施策に取り組む体制の整備。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H25年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①透視度の達成率

（透視度（年間平均値）が30cm以上である測定地点数の割合）
	38.5％
	100％
	100％

	②ＢＯＤの達成率

（ＢＯＤ値（年75％値）が5.0mg/L以下である測定地点数の割合）
	53.8％
	100％
	100%


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	0千円
	1,504千円
	2,343千円
	(予算額)

7,210千円
	(要求額)

6,965千円

	指標①目標
	－
	100％
	100％
	100％
	100％

	指標①実績
	－
	38.5％
	100％
	(推計値)

100％
	(推計値)

100％

	指標①達成率
	－％
	38.5％
	100％
	(推計値)
100％
	(推計値)
100％

	指標②目標
	－
	100％
	100％
	100％
	100％

	指標②実績
	－
	53.8％
	92.3％
	(推計値)

92.3％
	(推計値)

100％

	指標②達成率
	－％
	53.8％
	92.3％
	(推計値)
92.3％
	(推計値)
100％


（前年度の成果）

	輪之内町地域協働水質改善協議会を６回開催（予定）。

地下水による水質浄化を目的とした新規井戸を設置（H27冬期完成予定）。

河川直接浄化施設（ひも状接触材による浄化施設）を試験的に導入し、効果検証を実施。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
輪之内町内を流れる大榑川流域の河川環境の問題は、特定の事業場排水によるものでないことから、地域全体における取組が不可欠である。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○


	・県内の主要河川（69水域）の環境基準点において、代表的な水質汚濁の指標であるBODの環境基準達成率は、近年概ね100％であるが、地域においてはミズワタの発生、濁りなどの河川の諸問題が発生している事例がある。
・これらの事例においては、水質汚濁防止法による排水規制だけでは、河川環境が改善しないことがあり、地域の住民、事業者、行政機関等の協働による河川環境改善の方策が求められている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○


	・県が実施した平成26年度の水質調査結果において、透視度は目標値を達成し、BODは目標値の92.3％達成している。

・新設井戸からの計画的な地下水導水により、一部の町内河川については、継続的な水質指標の改善が期待できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○


	・地域住民、事業者、町、関係機関で構成する地域水質改善協議会の運営、地域の合意形成については町が、水質検査の実施、改善計画の策定などの専門的分野については県が事業実施することで効率化を図っている。


（事業の見直し検討）

	地域の小河川の諸問題に対して、地域住民、事業者及び行政機関が主体となり、５年間で１つのモデル的な事業の構築を行うこととしているため、平成２８年度まで継続して事業を実施する。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）
・町内の一部河川に限定されるが水質改善の直接的な対策が実施される見込みであり、当該対策の継続と地域住民が一体となった水質改善活動が推進されると考えられるため。
・また、本補助事業によりモデルケースを構築することができたため、他の地域で同様の事例があった場合は、本補助事業で構築したモデルケースを活用するため、特段の予算措置は必要ない。


